
第1回 地下鉄７号線中間駅まちづくり推進会議

1
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さいたま市
都市戦略本部 未来都市推進部
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会議設置目的
・座長互選1.
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地下鉄7号線中間駅まちづくり推進会議の構成
• 令和7年度に開催した「地下鉄7号線中間駅まちづくり方針有識者会議」の有識者を基本に新たな視点を加えた体制として構成。
• 人口減少時代のなかで選ばれるまち、100年続く持続的なまちづくりを推進するため、都市景観／都市デザイン分野の有識者を新たに加え、
まちづくりの検討を加速させる。

• 「駅前広場」「みどり」等、各ワーキンググループごとに有識者と関係者、市の関係部署で検討し、まちづくり推進会議にて総合的・多角的
な検討を進めていくことを想定。

• 関心を示す民間事業者とは、行政との対話や事業提案を受け付ける官民連携プラットフォームを組成し、そこで得られた民間意見をまちづく
り推進会議にも報告・反映していくことを想定。

地下鉄7号線中間駅まちづくり推進会議

駅前WG
駅前整備計画の策定に向けた、駅まち空間
の基盤整備・建築デザイン等を議論

みどりWG
将来のまちに残していくべき地域のみどりや、グ
リーンインフラを取り入れたみどりの骨格等を検討

まちコアWG
「選ばれるまち」にしていくための、コア機能・ま
ちの顔となる都市機能施設等を検討

【有識者】︓交通/都市景観分野
（大沢先生・福井先生）

【有識者】︓環境・グリーンインフラ
分野（磐田先生・福岡先生）

【関係者】JRTT、SR、交通事業
者（バス・タクシー・モビリティ等）

【さいたま市】 ︓
都市局／建設局

【さいたま市】 ︓
都市局／環境局

【地権者/地域住民】WS・勉強会等を実施

【地下鉄7号線中間駅まちづくり方針有識者会議 委員】
・交通／都市計画分野︓
【座長】久保田尚（埼玉大学 名誉教授）、大沢昌玄（日本大学理工学部 土木工学科教授）
・社会学／マーケティング分野︓
飛田満（目白大学 地域社会学科教授）、上田真弓（UMﾘｻｰﾁ＆ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ合同会社 代表）
・環境・グリーンインフラ分野︓
磐田朋子（芝浦工業大学副学長 環境システム学科教授）、福岡孝則（東京農業大学 造園科学科教授）

【新規委員】
・都市景観／都市デザイン分野︓
福井恒明
（法政大学 都市環境デザイン工学科教授）

官民連携プラットフォーム

反
映

• 本事業に関心を示す民間事業者と、
継続的にヒアリング等対話を実施

• 対象地域の開発コンセプトや、画地
内デザイン等についての提案募集

• 対象地域内で実現したいサービスや
ソリューションについての提案募集

（実証実験の可能性等含む）

※

※まちコアWG等は、駅前WGや官民連携PFによる検討の進捗に応じて立ち上げる想定

エリマネWG
「１００年続くまち」にしていくための、産官
学でのエリアマネジメント体制の検討
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地下鉄７号線延伸計画
の状況2.
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地下鉄７号線延伸の概要

延伸ルート縦断図

※駅名、ルート、構造は正式に決定したものではありません。

延伸ルート平面図
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延伸後の鉄道ネットワークイメージ

東急目黒線・東急新横浜線
・相鉄新横浜戦東京メトロ南北線埼玉スタジ

アム線
地下鉄7号線
延伸線

埼玉県とさいたま市は、令和８年
３月３１日に、都市鉄道等利便
増進法（平成１７年法律第４１
号）第１１条第１項の規定に基
づき、鉄道事業者に対して、埼玉
高速鉄道線（地下鉄７号線）
延伸に関する速達性向上事業の
実施を要請。
併せて、速達性向上事業に関する
計画の素案を鉄道事業者へ提示。

要請者 埼玉県、さいたま市
要請先 営業主体︓埼玉高速鉄道株式会社

整備主体︓独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

（向かって左から）小島埼玉県議、荒木埼玉県議長、藤田鉄道・運輸機構理事長、
大野埼玉県知事、清水さいたま市長、平野埼玉高速鉄道社長、伊藤さいたま市議長

埼玉高速鉄道線（地下鉄７号線）延伸に関する
事業実施要請（令和８年３月３１日）
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地方公共団体 鉄道事業者 国
令和７年度の事業性算定結果※

・ 費用便益比（B/C）︓1.2
・ 収支採算性︓27年（累積資金収支黒字転換年次）
【参考】都市鉄道等利便増進法の適用の目安

・B/C＞１.0、収支採算性≦30年

鉄道事業者への事業実施要請
・ 速達性向上事業に関する事業実施を要請

※鉄道事業者による技術支援を受けて算定

要請に対する諾否の公表
・営業構想・整備構想を作成し、大臣の認定を申
請するか否か（＝要請に対する諾否）を公表

営業構想・整備構想の作成
・営業構想・整備構想を作成し、大臣認定を申請

大臣による認定

速達性向上計画の作成
・速達性向上計画を作成し、地方公共団体の同
意を得て大臣認定を申請

大臣による認定速達性向上計画に対する同意

速達性向上事業の実施

令和８年３月31日
令和８年６月３０日

■延伸（速達性向上事業実施）に向けた流れ

地下鉄７号線延伸の概要
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まちづくり方針改定版
について3.
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中間駅周辺地区の現状

基本データ

対象面積 約120ha

目標定住人口 約10,000人

現況土地利用 畑や山林等の自然的土地利用が半数を占めており、
屋敷林や社寺林といった樹林地が点在。

地形・地盤
東西の河川エリアに挟まれた比較的なだらかな台地。
地盤は主にローム層で構成されており、保水性や透水
性の良い黒ボク土じょうが大半を占めている。

≪ 現況の土地利用図 ≫

地域の歴史

●「浮谷（うきや）」の地名由来:
かつて存在した湧き水が、水が地
面から湧き出て浮き立つように見え
たことから →「浮き立つ谷」の意。
● 武州鉄道の面影︓
大正〜昭和初期にかけて運行。

廃線後の線路跡は現在の目白大
学岩槻キャンパスに繋がる道となって
いる。
● 歴史的な寺社・屋敷林が点在

現況土地利用の割合（令和2年度）

 自然的利用（農地＋山林）が約半数を占めている。

 現況︓市街化調整区域に位置しており、農地や山林等の自然的利用が約半数以上を占めており、武州鉄道跡や寺社・屋敷林等の歴史的面影も残っ
ています。

 今後︓元々ある緑豊かな自然環境などの地域資源・魅力を活かしながら、新たなまちづくりを進めていきます。

凡例
︓樹林地（屋敷林等）
︓樹林地（社寺林）
︓田（地目上）
︓社寺
︓排水路
︓農業用水
︓県道

農地
35%

山林等
15%

住宅地
25%

工業等
10%

その他
15%

農地 山林等 住宅地 工業等 その他

屋敷林 社寺林
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まちづくりのコンセプト

〜みどりと未来にこころ浮き立つ、人を育てる100年続くまちづくり〜

 対象地域が、かつて湧き水が存在していたことから「浮き立つ土地」を意味する「浮谷」と呼ばれてきた歴史を踏まえ、コンセプトに反映して
います。

 豊かなみどりの保全と先端技術を活用した未来感あふれ、人々がワクワクするような魅力ある空間の創出によって、ここで生まれ育つ
人の営みが100年続くような循環を生み出すことを目標として、「人を育てる、100年続くまちづくり」をコンセプトとして掲げました。
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まちづくりの重点戦略とターゲット

重点戦略と都市を取り巻くキーワード まちづくりの主なターゲット

 近年の社会的潮流の変化を踏まえ、コンセプトに紐づく重点戦略を「環境・グリーンインフラ」「Well-being（ウェルビーイング）」「ＧＸ・
ＤＸ・民間企業との連携」の３つに設定しました。

 まちづくりの主なターゲットは、子ども・子育て世代、ワーカー世代、リモートワーカーとし、それぞれに属する人々が住みたくなるまちづくりを目
指していきます。

社会的潮流の変化を踏まえた重点戦略を下記のとおり設定。
●環境・グリーンインフラ︓
近年の地球温暖化等に対する環境保護の意識の高まりを受け、グリーン
インフラに関連する事業への投資、活用に向けた研究推進が社会全体と
して求められている。
●Well-being（ウェルビーイング）︓
ライフスタイルの多様化により、シェアオフィスやコワーキングスペース等の共
同利用空間や多世代交流スペースの設置、農業やアウトドアの促進が進
んでいる。
● 民間企業も巻き込んだGX・DXの推進︓
生成AIをはじめとする技術の急速な発展と普及によって、まちづくりにおい
ても、スマートシティ化や3D都市モデルの活用等により、住民の利便性を
向上していくことが重要視されている。

 定住人口の確保を目指し、現在この地域に住んでいる方々
に加え、将来の居住を見込んだ新たなターゲットを設定。

 住宅で過ごす時間が長くなったり、農業等の地域資源を活か
した独自のライフスタイルを求める層など、生活様式の多様化
を踏まえて検討・設定。
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まちの空間テーマに沿った施策展開

 まちづくりのコンセプトを実現していくために、まちの空間テーマに沿って４つの施策を展開していきます。
 施策①︓まちのシンボルとなる駅まち空間の形成
 施策②︓住民に選ばれるコンパクトなまちの形成

導入機能と施策❶：
まちのシンボルとなる駅まち空間の形成
人・モビリティ・まちの機能が駅前で融合し、にぎわいと交流が日常的
に生まれる、まちの利用者にとって拠り所となる駅まち空間を目指す

多様な働き方を実現しつつ次世代の子どもたちを育てることのできるまち、
豊かな自然が感じられ、災害にも強いコンパクトなまちを目指す

導入機能と施策❷：
住民に選ばれるコンパクトなまちの形成

まちの核となる駅とまちをつなぐ空間を形成

暮らしを支える施設が集まる拠点づくり

多様な交流を生むウォーカブル空間の整備

モビリティの発着拠点となる交通ハブの整備

駅周辺の高架下空間等の利活用

自然環境や景観に配慮した居心地よくゆとりある住環境の形成

多様なライフスタイルに対応した住宅地

多世代が交流するコミュニティ拠点の形成

自助と共助によるまちの災害対応力の強化

産官学民が連携したエリアマネジメントの充実

安全でウォーカブルなまち 12



まちの空間テーマに沿った施策展開

 まちづくりのコンセプトを実現していくために、まちの空間テーマに沿って４つの施策を展開していきます。
 導入機能と施策③︓企業に選ばれる産業エリアの創出
 導入機能と施策④︓環境と共生するとともに新技術を活用したまちづくり

広域的な交通利便性の向上等によるさまざまな企業の誘致

公民連携など地域の特性を活かしたさまざまな企業の誘致

最先端技術の発展に寄与する産業エリア

みどりの価値の可視化による民間投資の誘引

カーボンネガティブに配慮した建築の推進

まち全体のエネルギーマネジメントを推進

地域でみどりを活かすまちづくり体制の構築

みどりでつくる街の涼しさ

グリーンインフラを活用した生物多様性の確保

触れられるみどりの創出

まちの特徴となる自然豊かなみどりの骨格を形成し、環境にも配慮した
憩いある持続可能な都市の構築を目指す

導入機能と施策➍：環境と共生するとともに
新技術を活用したまちづくり

道路ネットワークの向上や産官学連携、みどりの価値の可視化を通じて
本エリアならではの魅力を強化し、企業誘致や民間投資を誘引する

導入機能と施策➌：
企業に選ばれる産業エリアの創出
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ゾーニングと土地利用のイメージ

緑地と近接する住宅地においては、制度の活
用により緑地の一部を保全するほか、暮らし
の中に“みどり”を実感できるようゆとりある住宅
とする

駅前周辺では、既存林の一部残存、新たに
ベンチや芝生等の滞留機能、防災機能等を
設けることで、地域の文化・歴史の継承と周
辺商業施設や駅利用者の利用促進を図る

集合住宅地においては、既存の樹木等の保
全・移植、事業者や住民等の維持・管理によ
る“みどり”の確保を図る

既存の目白大学への緑道は維持し、既存の
みどりを活かした賑わいあるオープンスペースを
創出する

公園や緑地については、既存の樹林地を活
かした配置とするとともに、調整池の整備にあ
たっては、公園と隣接させ、生物多様性に配
慮した緑豊かな空間を目指す

産業エリアにおいては、民間事業者と連携し、
既存の高木等を有効活用し、住宅エリアとの
緩衝帯としてみどりを有効活用する

住

商

集

学

公

土地利用ごとのみどりの活用方針

産

 駅まで徒歩10分程度（半径約800ｍ）圏内を基本として、ウォーカブルでみどり豊かな環境として整備し、対象エリア内に都市機能が集約するよう各種
機能を誘導、周辺の住宅エリアでは、地区外の農業エリアとの連携による里山的風景が広がる環境を創出し、新たな田園都市的まちづくりを形成します。

 新たな田園都市の形成に向けて、土地利用ごとのみどりの活用方針も設定しました。みどりを「つくる」「守る」だけでなく、「育てる」「活かす」という意識の醸
成を図っていきます。
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ゾーニングと土地利用のイメージ

 まちの玄関口となり、シンボルとなる駅まち空間に関しては、行政と鉄道事業者が連携することはもちろん、民間事業者の参画も促しながら、一体的な駅前
空間となるよう、駅前広場、民間施設、高架下での商業施設等のデザイン形成を行います。

 また、駅前のオープンスペースは、歩行者と車両の動線分離により、人を中心とした、みどり豊かな解放感ある空間を創出します。

まちのシンボルとなる駅まち空間の形成にむけて

まちの玄関口となり、シンボルとなる駅まち空間に関しては、行政と鉄道事業者が連携することはもちろん、
民間事業者の参画も促しながら、一体的な駅前空間となるよう、駅前広場、民間施設、高架下での商
業施設等のデザイン形成を行います。
また、駅前のオープンスペースは、歩行者と車両の動線分離により、人を中心とした、みどり豊かな解放感
ある空間を創出します。

※イラストはイメージであり、今後の検討により変更がある可能性があります。

15

人中心の空間づくり

駅前オープンスペースは、人中心の空間を創出

01

目白大学へのウォーカブル空間

駅から目白大学へつながる動線を居心地よく
歩きたくなる空間を創出

02

鉄道高架下の空間活用

鉄道事業者と連携し、高架下空間を有効
活用・回遊動線を確保

03

民間建物と
オープンスペースの一体活用

民間建物が駅の方向を向き、駅前オープン
スペースを一体的に活用

04

みどり豊かな
オープンスペース

まちの拠点となる駅周辺に居心地よく滞在
できる空間の創出

05

歩行者と車両の動線分離

ロの字型の駅前広場で、歩行者と車両の交錯
を避ける交通広場の整備
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ゾーニングと土地利用のイメージ
 住宅エリアのうち、戸建住宅エリアに関しては、既存のみどりを活用した公園の整備や各住戸の植栽の活用により、みどり豊かでゆとりのある良好な街区形成
を目指していきます。

 また、住宅は高断熱高気密化・ZEH化を推進し、環境に配慮した省エネルギーで、かつ、居住者の健康維持増進にも寄与する高性能な住宅の供給を行
います。

環境に配慮したみどり豊かでゆとりある良好な住宅地の実
現に向けて

住宅エリアのうち、戸建住宅エリアに関しては、既存のみどりを活用した公園の整備や各住戸の植栽の活
用により、みどり豊かでゆとりのある良好な街区形成を目指していきます。
また、住宅は高断熱高気密化・ZEH化を推進し、環境に配慮した省エネルギーで、かつ、居住者の健康
維持増進にも寄与する高性能な住宅の供給を行います。

既存のみどりを効果的に
活用した緑の空間づくり

公園と交流拠点の整備

●防災や地域交流の拠点となる自治会館を公園と 併せて整備、
コミュニティを形成

※イラストはイメージであり、今後の検討により変更がある可能性があります。

●住宅地にも既存の自然を活用した緑の空間を配置し、住民同士が
交流できる空間を形成

02

01

新たなみどりを創出する

●各住戸の敷地内での積極的な緑化・植樹を誘導し、統一感とゆとり
のある良好な街区を形成
●公共空間での緑化を促進し、みどりと歩行空間を一体的にネットワーク
化

03

住宅の高気密高断熱・ZEH化

●高断熱高気密、省エネルギーにより居住者の健康維持増進にも寄与
する住宅整備
●電力の地産地消を実行するための戸建て住宅を需要家とするエネルギー
マネジメントを実施
●民間事業者の先進的な取組を取り入れながら、市民・事業者とともに
「オールさいたま」で脱炭素化を推進する

04

05 景観形成やみどりを生むための住宅地
ルールづくり

●戸建て住宅街区のみどり豊かな景観形成を図るため、景観形成のルー
ル作りを実施
●コミュニティ道路は、ぺイブメント（舗装）のデザインにも配慮し、住宅は
開かれたデザインとする
●街区道路に面しては、接道緑化の規定を設け、沿道に対して適切に緑
化空間を提供
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鉄道事業とまちづくりの一体的な実施

目標❶︓整備着手時 地下鉄７号線延伸事業と土地区画整理事業を一体的に進めるため、両事業は同時
期の整備着手を目指します。

目標❷︓中間駅開業時
鉄道開業後、速やかな人口定着を促すため、「先行整備エリア（駅周辺の商業施設
エリアや高層住宅エリアなど）」を設定し、当該エリアの中間駅開業時のまちびらきを目
指します。

目標❸︓土地区画整理
事業完了後

地下鉄７号線延伸事業や土地区画整理事業の円滑な効果発現のため、中間駅開
業後、概ね15年で計画人口に到達することを目指します。

15

中間駅の
事業実施
予定

地下鉄7号線
中間駅開業事業ステップ 事業着手

（鉄道・区画整理同時期） まちの成熟

鉄道整備

区画整理

都市計画
決定

都市計画
決定

工事施行認可 中間駅開業

事業認可 事業完了まちびらき
人口約1万人
の定着

鉄道延伸事業と区画整理事業（まちづくり）の連携

構想・
計画検討

まちづくり
方針改定

土地区画整理事業（調査→計画→造成→換地処分）

地下鉄7号線延伸工事

 浦和美園駅のまちづくりでは、新駅開業の同時期にまちづくりの整備に着手しましたが、今回の中間駅では、鉄道事業と同時に都市計画決定をし、まちづ
くりの整備を進めていくことを想定しています。

 改定版では、中間駅開業とまちびらきのタイミングを一致させる計画の実施に向けて、事業フェーズごとの取組内容を明確化しました。



地下鉄７号線中間駅周辺土地区画整理事業における区域設定の考え方地下鉄７号線中間駅周辺土地区画整理事業における区域設定の考え方

中間駅位置について①
・岩槻駅と浦和美園駅の間は市街化調整区

域が広がり、交通空白地となっていま
す

・地下鉄７号線の延伸に伴い、交通空白地
の解消向け、中間駅を設置します

・岩槻駅と浦和美園駅の概ね中間の位置に
は、主要施設として目白大学さいたま
岩槻キャンパスがあります

⇒中間駅は、岩槻駅と浦和美園駅の概ね中
間とし、目白大学と連携したまちづく
りができる位置とする

出典︓地下鉄７号線中間駅まちづくり方針（Ｒ４年度）
18



●駅を中心に半径８００ｍ内における主な施設をプロット

地下鉄７号線中間駅周辺土地区画整理事業における区域設定の考え方地下鉄７号線中間駅周辺土地区画整理事業における区域設定の考え方

中間駅位置について②
・目白大学南側（笹久保方面）では、核都市広域幹線道路

や産業集積拠点の検討があります。また、大型施設が点
在し、高圧線が横断するなど、駅位置や土地利用に一定
の制約があります。

・一方、目白大学北側には広い空間があります。
・目白大学正門は北側に立地し、大学正門から続く並木道

が周辺の緑地資源です。

⇒以上のことから、中間駅は、目白大学の北側を適地とし
ます。
また、まちづくり方針に基づきコンパクトでウォーカブ
ルなまちづくりを目指すため、まちづくりの検討エリア
を駅周辺を核としつつ、駅から徒歩10分程度（半径約
800ｍ）の範囲内を基本とします。

また、大学正門から続く並木道の動線を活かした、駅及び
駅周辺施設の配置とします。

※区画整理区域に半径800ｍの範囲が全て含まれるという意味ではございませ
ん。事業規模を約120ha程度と想定しているため、実際にはもっと狭くなる
見込みです。

※鉄道線形や中間駅の位置は、検討中であり、決定したものではありません。

柏陽中

岩槻南部公民館

旧環境センター

卍卍

柏崎小

ゴルフ場卍
城南小

卍

物流
施設

卍

物流
施設

工場
市営
住宅

工場

槻寿苑（老人福祉施設）

東京電力
変電所

集団的
農地

物流
施設

工場

農業用水

目白大学

和土小

営農型
太陽光発電
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地下鉄７号線中間駅周辺土地区画整理事業における区域設定の考え方地下鉄７号線中間駅周辺土地区画整理事業における区域設定の考え方

 区域設定の基本的な考え方
○地下鉄７号線中間駅まちづくり方針【改定版】で設定された、目指すべきまちの規模とし
て、定住人口約10,000人、対象面積約120haを基本に、土地区画整理事業の区域とします

○駅を中心としたコンパクトでウォーカブルなまちづくりを目指すため、駅周辺を核とし
つつ駅から徒歩10分程度（半径800ｍ）を基本とします
※区画整理区域に半径800ｍの範囲が全て含まれるという意味ではございません。

○区域界については、原則として、道路、河川、鉄道等の明確な地形・地物により設定する
ことを基本とします（土地区画整理法施行規則第8条1項）

○既にまとまった土地利用（家屋が密集）がされているエリア等については、事業費、
事業施行期間に大きく影響するものであり、地区特性、事業目的、事業スケジュール、資金
面での見通しなどを考慮し、適切に設定します

駅から半径800ｍ内を基本としつつ、地域特性、現状の土地利用、事業性等を
勘案しながら、概ね120ha程度の区画整理の区域を設定していきます
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地域住民からの意見
（地元説明会・オープンハウス）4.
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説明会等の開催概要
● 地域の方々と共創によるまちづくりを進めるため、中間駅周辺の地域住民を対象として、改定したまちづくり方針の内容や、今後のまちづ

くりの進め方に関する説明会を開催した。２日間に分け、全６回実施し、合計135名の参加がありました。
● 区域を設定に対する考え方を示し、意見を伺うためのパネル展示＆個別説明を行いました。

地元説明会実施スケジュール（日時・場所）

参加人数場所時間開催日
①36名
②21名
③33名

岩槻南部公民館
①10時〜11時
②13時〜14時
③15時〜16時

7月5日(日)

④34名
⑤10名
⑥1名

岩槻南部公民館
④15時〜16時
⑤17時〜18時
⑥19時〜20時

7月6日(月)

当日の様子

パネル展示＆個別説明（日時・場所）

来訪者場所時間開催日

16名岩槻南部公民館10時〜16時8月1日(土)
〜3日(月)

当日の様子

22



地域住民からの意見

● 地域の方々と共創によるまちづくりを進めるため、中間駅周辺の地域住民を対象として、改定したまちづくり方針の内容や、今後のまちづ
くりの進め方に関する説明会を開催した。２日間に分け、全６回実施し、合計135名の参加がありました。

23

主な質疑応答

鉄道延伸工事の着工時期・開業時期は。Ｑ１

令和11 年度の都市計画決定を目指し準備を進めてい
ます。都市計画決定及び工事施行認可を経て、用地買
収や工事に着手する予定となります。浦和美園駅から
岩槻までの開通は、令和23 年度を予定しています。

Ａ１

地区外から人を呼び込む施設や機能についてどのよう
に考えているのか。Ｑ２

新たに地区に住む人や仕事で通ってくる人のことも考
慮して、駅の周りに商業エリア、地区の北側に産業エ
リアを配置する等、計画的に施設を配置していくこと
を考えています。
具体的な施設については、今後検討していきます。

Ａ２

民間の事業者による開発を行政がどのようにコント
ロールするのか。Ｑ３

行政と民間の事業者とで構成する官民連携プラット
フォームを立ち上げ、民間事業者や住民の方々の意見
も取り入れながら、まちづくりを進めていきたいと考
えています。

Ａ３

当地区における目白大学の重要性をどのように考えて
いるか。Ｑ４

当地区では、目白大学と連携し、大学を含めた既存の
環境を活かしたまちづくりを考えています。しかし、
大学のみに依存するのではなく、地区の北側には産業
エリアを設け、当地区に働く人が来て、働く人が住む
という仕掛けを検討していきます。

Ａ４

土地区画整理事業の認可や着手時期はいつか。Ｑ５

令和11 年度の都市計画決定を目指し準備を進めてい
ます。都市計画決定後に事業認可を経て、令和12 年
度より着手予定です。

Ａ５

土地区画整理事業の認可までにどの程度詳細な計画が
決まるのか。Ｑ６

対象となる区域の範囲、道路の配置、水路設計等を検
討したうえで認可を受けます。認可時点では、駅位置
や事業方針は決まっています。
なお、土地の移り先となる換地は、認可前から地権者
の皆様にご意向を伺い、認可後に仮換地の指定を行い
ます。

Ａ６

周辺地域とのネットワーク形成をどう考えているか。Ｑ７

区画整理区域外の方々が駅を利用していただくことも
重要ですので、そのためのアクセスやネットワークの
利便性についても検討していきます。

Ａ７



今後のスケジュール5.
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今後のスケジュール

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度
〜

都
市
計
画
決
定

都市計画手続き都市計画手続き

環境影響評価手続き環境影響評価手続き
現地調査現地調査

土地区画整理事業の設計土地区画整理事業の設計
測量・地質調査測量・地質調査

土
地
区
画
整
理
事
業
認
可

土地利用・営農意向調査土地利用・営農意向調査

※現段階の想定であり、変更になることがあります

施行地区の設定施行地区の設定
区域設定の
基本方針

配慮書配慮書 準備書準備書

複数案
の提示

区域案
の設定

方法書方法書

官民連携プラットフォーム

まちづくり推進会議・部会 25
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〜参考〜官民連携プラットフォーム

● 地下鉄７号線中間駅周辺のまちづくりを具体化するとともに、民間活力を活用した事業推進を図るため、計画段階から民間事業者と継続的に
対話を行う『官民連携プラットフォーム』を設置します。

官民連携プラットフォームとは
市からの情報提供や対話を通じて、民間事業者の知見・ノウハウ・市場性をまちづくり
の計画に反映していく場です。官民連携プラットフォームを通じて、計画段階から民間
事業者と継続的に対話等を行い、実現性の高いまちづくりを目指します。

官民連携プラットフォームは、計画段階の対話等にとどまらず、まちのブランディングや
エリアマネジメントなどを通じて、事業後も継続的に民間事業者、地域住民、自治体が
連携する場として発展させることを目指します。

参加事業者を募集中︕
８月１０日付けでプレスリリースし、プ
ラットフォームへの参加事業者募集を開始
しました。
第１回を１０月頃に開催を予定しています。



部会の設置6.
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環境共生検討部会（略称︓みどりWG）（案）

28

地下鉄７号線中間駅まちづくり推進会議 環境共生検討部会員名簿

●部会員

備考所属氏名

芝浦工業大学 副学長
システム理工学部 環境システム学科 教授

磐田 朋子

東京農業大学 地域環境科学部 造園科学科 教授福岡 孝則

《オブザーバー》

さいたま市 環境局 環境共生部 ゼロカーボン推進戦略課

さいたま市 環境局 環境共生部 環境対策課

さいたま市 都市局 みどり公園推進部 みどり推進課

さいたま市 都市局 みどり公園推進部 都市公園課

さいたま市 都市戦略本部 未来都市推進部

まちづくり方針で定義した“みどり”の役割を
深度化したまちづくりの検討
今後の土地利用計画に大きく関わることとな

るため、「グリーンインフラ戦略」の早期策
定に向けて議論をスタート
官民連携プラットフォームにおいて、みどり

の保全・活用やエネルギーマネジメント等の
民間事業者ニーズを確認し、部会員として参
画を促し、議論を具体化することを想定

※“みどり”の役割（まちづくり方針抜粋）



駅まち空間検討部会（略称︓駅前WG）（案）
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地下鉄７号線中間駅まちづくり推進会議 駅まち空間検討部会員名簿

●部会員
備考所属氏名

日本大学 理工学部 土木工学科 教授大沢 昌玄

法政大学 デザイン工学部 都市環境デザイン工学科 教授福井 恒明

埼玉高速鉄道株式会社

独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構

朝日自動車株式会社

一般社団法人 埼玉県ハイヤー・タクシー協会

国際興業株式会社

東武バスウエスト株式会社

《オブザーバー》

さいたま市 都市局 都市計画部 都市総務課

さいたま市 都市局 都市計画部 都市計画課

さいたま市 都市局 交通政策部 交通政策課

さいたま市 都市局 みどり公園推進部 都市公園課

さいたま市 建設局 道路部 道路政策課

さいたま市 建設局 道路部 道路環境課

さいたま市 都市戦略本部 未来都市推進部

まちの玄関口となり、シンボルとなる駅まち
空間の実現に向けて、施設種別に関わらず、
空間全体の機能およびデザインについて議論
する
議論の結果を地下鉄７号線の設計にも反映す

ることを想定
駅前広場については、交通事業者の需要を踏

まえつつ、ウォーカブルな空間形成を目指す
官民連携プラットフォームにおける民間事業

者の駅前空間の提案内容については、具体化
する段階で部会員として参画を促し、議論を
深めることを想定


